
（款）　 （項）　5総務管理費 （目）　57市民活動推進費

◎人権施策推進の経費

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

・

【事業費】

主な支出内訳
・

55

300
300

主な特定財源
・ 国県支出金 350

430

　

一人ひとりの基本的人権を尊重し、人種・国籍・性・出身・障害・年齢などによる差別を受ける
ことなく、誰もが人間として尊重されるまちをつくる。

10総務費

人権啓発事業 【 人権・男女共同参画課 】

人権を尊重し、人との出会いを大切にするまち
平和・人権：平和を希求し、人権や国籍、性、出身、障害、年齢などによる差別のないまち

啓発冊子等の発行、啓発のための講演会の開催及び参加、「人権メッセージ展」及び街頭啓
発活動等を行った。

鎌倉市人権擁護委員会及び人権に関する啓発事業を通じ、人権尊重を県民に訴える活動
を行っている団体の活動を支援した。

1,008

人権啓発事業

（単位：千円）

不用額
3,204 3,204 3,038

　社団法人神奈川人権センター補助金
　横浜国際人権センター補助金

人権を尊重し、人権施策を推進するため。
　

市民等

166
当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額

人権啓発事業
　事務補助嘱託員報酬　1人
　人権問題講演会講師等謝礼
　人権・同和問題書籍等購入消耗品費
　人権啓発冊子等印刷製本費 310
　鎌倉市人権擁護委員会補助金 320



事務事業

№/名　称
事務事業 854 人権問題啓発事業

単　　　位

主管課 人権・男女共同参画課 関連課 教育指導課、生涯学習課、職員課、人権施策推進連絡会の構成課

分野名 平和・人権

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 １３０人 １３０人 １３０人

実績値 １００人 ４００人

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 ３回 ３回 ３回

実績値 ３回 ３回

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 横浜市 川崎市 横須賀市 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 逗子市
神奈川人権センター補助 2,300,000 1,800,000 700,000 300,000 400,000 200,000 150,000
横浜国際補助金 2,600,000 2,160,000 1,000,000 300,000 400,000 200,000 200,000
人権擁護委員会補助金 2,700,000 900,000 673,000 320,000 400,000 149,000 168,000

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考

最終年度（　　年度）

１３０人

114,000

70円 84円 85円

14,901千円14,759千円

最終年度（　　年度）

291,600

三浦市
150,000

100,000150,000

葉山町
30,000

13,008千円
鎌倉市人権擁護委員会
神奈川人権センター
横浜国際人権センター

1,893千円 

1,543千円

3,038千円 1,702千円 

2,688千円 1,352千円

22年度 最終年度（  年度）

３回

12,270千円

事業の変更点・変更理由

13,057千円

評価

◎

■サービス部門

□支　援　部 門

350千円 350千円 350千円 

「かまくら人権施策推進指針」に基づき人権施策を推進する。

市民-12 人権啓発事業

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

２０年度 １９年度 １８年度

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価

市主催研修会開催回数

指　　標

市主催啓発研修会参加
人数

1.4人

総事業費

鎌倉市人権擁護委員会
神奈川人権センター
横浜国際人権センター

鎌倉市人権擁護委員会
神奈川人権センター
横浜国際人権センター

1.0人 1.4人
9,232千円

175,902人 175,051人

個別事業名

指　　標

◎

指　　標



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 無

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 無

担当部名 部長名

Ｂ

（１）人権意識を普及させていくためには、市主催の人権研修会等への参加者について、
今後も参加率を高めていくことが課題である。
（２）人権相談、人権ホットラインについての相談窓口のＰＲを行うことが課題である。

経営企画部 相澤　千香子

一次評価（課長評価）

Ｂ

今後の方向性
　多様化する人権問題に取組むために、「かまくら人権施策推進指針」に基づき人権施策の推進に取組
むと共に、市民一人ひとりが日常生活の中で人権意識を身に付けてもらえるよう、啓発活動や人権教育
の充実に努める必要がある。

　人権施策については、「かまくら人権施策推進指針」に基づいて推進している。その推進にあたっては市
民の視点を反映させるため、市民、企業、ＮＧＯ、ＮＰＯとの連携が重要である。今後も人権意識の向上の
ために啓発活動を継続的に行うとともに、人権教育の充実に努める必要がある。

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

人権意識を普及するためにも、市主催の人権研修会等への参加者について、今後も参加
率を高めていくことが課題である。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

 （１）神奈川県人権啓発推進会議と神奈川県と鎌倉市の共催で『世界人権宣言６０周年記
念事業「新・あつい壁」』の上映会を開催し約２７０名の参加があり、ハンセン病に対する偏
見や差別意識を払拭するとともに、人権意識の向上に努めた。
（２）鎌倉市人権擁護委員会は、人権相談と人権ホットラインを定期的に実施するととも
に、街頭啓発活動や人権横断幕の掲示により、広く市民への人権意識の啓発に努めた。

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 黒岩　弘之

（１）「かまくら人権施策推進指針」に基づく人権施策をさらに推進させるために、多くの市
民が参加を希望する講座内容と講師の選定を行う。
（２）広報紙やチラシ、ホームページなどにより広くＰＲを行う必要がある。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点


